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緊急性の低さ
（Urgency）

学習への参画
（Coverage）

包括性
（Inclusiveness ）

柔軟性
（Flexibility & guidance）

ニーズ
（ Alignment）

効果
（Perceived Impact）

教育が労働市場
のニーズに合致しているか

（訓練の有⽤性、将来のニーズ
に対応した訓練の実施等）

教育の効果が
どれだけあるか

（賃⾦リターン等）

⽇本は31か国中31位

⽇本は34か国33位

教育の機会がどの程度包括的か
（参加者の性別・年齢・雇⽤形態の多様性）

⽇本は29か国中21位

教育の改善に取り組むことの緊急性の低さ
（⾼齢化・構造変化・国際化の状況等）

個⼈や企業がどの程度、教育
に参加・参画しているか

（個⼈・企業の訓練実施率等）
⽇本は32か国中26位

リカレント教育の評価（ＯＥＣＤ Dashboard on Priorities for Adult Learning ）

（備考）ＯＥＣＤ 「Dashboard on priorities for adult learning 」、ＯＥＣＤ（2019）「Future-Ready Adult Learning Systems」により作成。本調査の成⼈教育とは、Ｏ
ＪＴを含む業務に関連する教育・訓練⼀般を指す。具体的には、フォーマル教育（正規の資格取得に結びつく教育・訓練）、ノン・フォーマル教育（体系化された
ＯＪＴや、通信教育、セミナー、ワークショップなど必ずしも正規の資格取得に結びつかない教育・訓練）、インフォーマル教育（体系化されていないＯＪＴな
ど）を含む。緊急性のスコアは、ＯＥＣＤの結果を１から控除して算出。なお、上図で⽰しているスコアのほかに経済的要因（Financing）のスコアが公表されて
おり、⽇本は32か国中１位となっているが、⽇本はスコアの算出の際に対欧⽶に⽐べて取得できないデータが多く、⽐較に留意が必要なため上図では⽰していない。

１に近いほどパフォーマンスが⾼い
０に近いほどパフォーマンスが低い

リカレント教育の現状

⽇本のスコア

ＯＥＣＤの平均スコア

我が国のリカレント教育は、ＯＥＣＤ諸国と⽐較すると、
柔軟性が低く、労働市場のニーズに合致していない傾向。
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⽇本は34か国中33位

教育機会を柔軟に得ることができるか
（時間・距離の制約、遠隔教育の整備等）

⽇本は34か国中21位

継続職業訓練調査（ＣＶＴＳ)、欧州成⼈教育調査（ＡＥＳ）、国際成⼈⼒調査（ＰＩＡＣＣ）等を基に、
ＯＥＣＤが各国の成⼈教育政策のパフォーマンスを７つの観点から０−１で評価
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リカレント教育の現状

我が国では、⼤学・⼤学院の正規課程で学んでいる社会⼈の割合が低い。

（備考）諸外国の値はＯＥＣＤ「Education at a Glance（2020）」により作成。⽇本の値は⽂部科学省資料により作成しており、通信課程への⼊学者も含む。⽇本の25歳以
上の学⼠課程への⼊学者割合2.5%のうち、約0.5%は通学課程、約2.0％は通信課程の⼊学者割合。修⼠課程は、修⼠課程と専⾨職学位過程の合計として定義。また、
修⼠課程には、修⼠課程及び博⼠前期課程（医⻭学、薬学（修業年限４年）、獣医学関係以外の⼀貫制課程の１・２年次の課程を含む。）の⼊学者が含まれる。
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ＯＥＣＤ諸国における⼤学・⼤学院への25歳・30歳以上⼊学者割合（2018年）
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教育訓練短時間勤務制度の導⼊企業の割合

働きながら学べる環境を整備する企業の割合は、１割程度にとどまる。

教育訓練休暇制度等の導⼊状況

（備考）厚⽣労働省「能⼒開発基本調査」により作成。教育訓練休暇とは、職業⼈としての資質の向上その他職業に関する教育訓練を受ける
労働者に対して与えられる休暇を指す。有給か無給かは問わない。教育訓練短時間勤務制度とは、職業⼈としての資質の向上その他
職業に関する教育訓練を受ける労働者が活⽤することのできる短時間勤務（所定労働時間の短縮措置）を指す。

社会⼈の教育訓練の現状

（調査対象年度） （調査対象年度）
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教育訓練休暇制度の導⼊企業割合の推移 教育訓練短時間勤務制度の導⼊企業割合の推移（％） （％）
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Ｏ−ＮＥＴの概要

（備考）厚⽣労働省資料、⽶国労働省ウェブページ、労働政策研究研修機構（2018年３⽉、2020年３⽉）、三菱総合研究所「ＭＲＩエコノミックレビュー」 （2018年10⽉）等により作成。

⽶国労働省は職業情報の総合サイト「O*NET（Occupational Information Network）」を公開し、
詳細な職業情報を無償で提供。我が国でも「⽇本版O-NET」を2020年３⽉に公開。

⽇本版Ｏ−ＮＥＴ ⽶国Ｏ＊ＮＥＴ
運営主体 厚⽣労働省（2020年３⽉公開） ⽶国労働省（1998年に公開）
サイト
概要

493の職種の職業情報を定性・定量的に評価。労働市場の共通⾔語として
データベース化し、求職・求⼈者等の活動を⽀援。

約1,000の職種の職業情報を定性・定量的に評価。労働市場の共通⾔語と
してデータベース化し、求職・求⼈者等の活動を⽀援。

利⽤実績 184万レビュー（2020年４⽉〜2021年２⽉） 年間来訪件数3,000万件（同⼀⼈物による複数アクセスも含む）

提供
データ

職業解説等：各職種の業務内容・職業紹介動画・就業者数・労働時間・賃⾦情報等。（⽶国版では10年後の雇⽤展望も掲載）
タスク･スキル等：就業者へのアンケート調査等を基に、各職種で求められるタスクやスキル等のレベル（⽶国版ではレベルと重要度）を数値化。

（※）この他に、学歴、⼊職前後の訓練期間、⼊職前の実務経験、タスク等についても定性的・定量的に評価。また、⽶国版では、各職種ごとに
＿＿＿テクノロジースキル（Facebook・Instagram等）、使⽤ツール（タブレットPC・スキャナー等）について定性的・定量的なデータも提供。

主な機能
興味・価値観検査：
仕事に対する⾃⾝の関⼼の程度⼜は重要度を４段階で回答（60問ずつ計
120問）すると、回答者の関⼼分野や価値観に応じて、向いている仕事を
複数提案。

適職診断ツール（Interest Profiler）：
仕事内容に対する好き・嫌いを５段階で回答（60問）すると、回答者の
関⼼分野に応じて仕事の難易度別に向いている仕事を複数提案。

利活⽤
の範囲

今後、研究分野での基礎的な情報基盤としての活⽤を期待。
（例）労働政策研究・研修機構の下に、⽇本版Ｏ−ＮＥＴの活⽤による
＿＿＿研究に関する研究会を設置。（令和２〜３年度）

研究分野をはじめ幅広い分野での利活⽤が進んでいる。
（例）⽶国Ｏ＊ＮＥＴのデータを利⽤し、世界経済フォーラムにおいて
＿＿＿必要な職種転換の量やその最適な経路を推計。⾮営利機関におい
＿＿＿て、特定の層に向けた求職ツールを開発・提供。

データ
の更新

令和３年度に数値データを拡充予定。
・「仕事活動」（数値算出等）を新規収集。
・「仕事の性質」に「感染症リスク」「他者との接触」等の項⽬を追加。

毎年100職種程度の数値データを更新。

スキル
（読解⼒、傾聴⼒、問題解決⼒、調整⼒等）

※⽇本39項⽬・8段階、⽶国35項⽬・ 5~8段階

仕事の価値観
（⾃律性、社会的地位、達成感、⼈間関係等）
※⽇本10項⽬・5段階、⽶国6項⽬・ 5~8段階

興味
（現実的、研究的、社会的、芸術的等）

※⽇本6項⽬・5段階、⽶国６項⽬・5~8段階
仕事の性質

（対⼈関係、裁量、反復作業、屋外作業等）
※⽇本25項⽬・5段階、⽶国57項⽬・回答割合

知識
（法律、経営、会計、数学、医学、歴史等）

※⽇本33項⽬・6段階、⽶国33項⽬・ 5~8段階

ワーク・スタイル
（協調、柔軟性、指導⼒・ストレス耐性等）

※⽶国16項⽬・ 5~8段階
能⼒

（記憶⼒、スピーチ⼒、独創性、聴解⼒等）
※⽶国52項⽬・ 5~8段階

ワーク・アクティビティ
（組織外との交流・情報収集・⾁体的労働等）

※⽶国55項⽬・ 5~8段階
⽇本版・⽶国版の双⽅で提供
⽶国版でのみ提供

職業や職務に求められる多様な能⼒の把握や⾒える化が進められている。
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労働市場の現状

採⽤実態の内訳（2017年、採⽤⼈数ベース）

（備考）リクルートワークス研究所「中途採⽤実態調査（2017年度実績）」、労働政策研究・研修機構「企業の多様な採⽤
に関する調査」により作成。
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企業の規模が⼤きいほど、中途採⽤の割合が低い。
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（備考）厚⽣労働省「賃⾦構造基本統計調査」、OECD.stat” Employment by job tenure intervals”により作成。⽇本は2019年度の値。
オーストラリア、カナダ、チリ、コロンビア、メキシコ、ニュージーランドは2019暦年値。ＯＥＣＤ平均及びその他の国は2015暦年値。

我が国の勤続年数５年以上の割合はＯＥＣＤ平均よりも⾼い。
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ワーク・エンゲイジメント・スコア
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⽇本における正社員と限定正社員のワーク･エンゲイジメント･スコアの⽐較

ワーク･エンゲイジメント･スコアは、オランダ・ユトレヒト⼤学のSchaufeli 教授らが提唱した概念であり、
個⼈の「働きがい」を定量化する試み。「仕事から活⼒を得て⽣き⽣きとしている」（活⼒）、「仕事に誇りとやり
がいを感じている」（熱意）、「仕事に熱⼼に取り組んでいる」（没頭）についての個⼈の意識を０〜６点で評価。
スコアが⾼い⼈ほど、「働きがい」を持って仕事に取り組んでいることを⽰している。

勤務地･職務･
労働時間等が
限定されている
限定正社員の⽅
がいわゆる
正社員よりも
スコアが⾼い

（備考）厚⽣労働省「令和元年度版 労働経済の分析」及び「平成30年版 労働経済の分析」により作成。右下の図は、労働政策研究・研修機構の企業・労働者アンケート調査
＿＿＿＿（「多様な働き⽅の進展と⼈材マネジメントの在り⽅に関する調査」（2018年））の個票を厚⽣労働省にて独⾃集計した結果。ｎは回答数。

（スコア）

（スコア）
⽇本における限定正社員（勤務地･職務･労働時間等が限定的な正社員）の導⼊状況（2018年）

正社員に占める
限定正社員の割合
限定正社員がいる
企業の割合

（％）

我が国において「働きがい」を持って働いている⼈が、諸外国に⽐べて少なく、
特に、労働時間等が限定されていない、いわゆる正社員で「働きがい」が低め。
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⼥性

（備考）左図：厚⽣労働省「賃⾦構造基本統計調査」により作成。2000年における平均勤続年数を100とした時の各年代における年齢階層別の平均勤続年数を指数化。
＿＿＿＿右図：総務省「労働⼒調査（詳細集計）」により作成。転職者とは、就業者のうち前職のある者で、過去１年間に離職を経験した者を指す。転職者⽐率は
＿＿＿＿「転職者数÷就業者数×100」で算出。

労働市場の現状
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年齢階層別の平均勤続年数の推移 年齢階層別転職者数・転職者⽐率の推移
（万⼈） （％）男性

近年、若年層を中⼼に転職が活発化。
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（備考）左図：総務省「就業構造基本調査」により作成。従業員500名以上の企業の役員99,400⼈の最終学歴。
＿＿＿＿中図・右図：リクルートワークス研究所「Works 128 ５カ国⽐較 課⻑の定義」（2015年２⽉10⽇）により作成。従業員100⼈以上の企業に勤めるアドミニストレー
＿＿＿＿ション⼜は営業･販売部⾨に所属する勤続１年以上のマネージャー（課⻑職及び部⻑職相当）に調査。

（歳） 課⻑

我が国企業は役員･管理職の⼤学院修了者の割合が低い。昇進するまでの時間も⻑い。

管理職への昇進年齢とＭＢＡ取得割合（2014年）管理職の最終学歴（2014年）⽇本の⼤企業における
役員の最終学歴（2017年）
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副業による本業への変化

（備考）左上図・右図：総務省「就業構造基本調査」により作成。左下図：パーソル総合研究所「副業の実態・意識調査」（2019年２⽉）により作成。

副業がある者、希望する者の推移 年齢階層別副業がある者、希望する者（2017年）

⼥性

副業･兼業の現状

若者を中⼼に副業の希望を持ちながら、副業をできていない者は多い。
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（万⼈）

（万⼈） 男性（万⼈）
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以上
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以上
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副業に関⼼があるが⾏っていない理由

副業の実施状況と関⼼

副業･兼業の現状

若者を中⼼に半分以上の⽅が副業に関⼼があるにもかかわらず、副業を⾏えていない。
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60歳代以上
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副業を実施中 副業に関⼼があるが、⾏っていない 副業に関⼼がなく、⾏っていない

2.7%
1.3%

5.2%
20.9%

分からない
その他

本業の勤務先での⼈事評価等への影響が不安
どのような副業に取り組めば良いか検討中

本業と副業を両⽴できるか不安
本業の勤務先で副業が許されていないため

適当な副業が⾒付からない

0% 10% 20% 30% 40%
（備考）内閣府「第３回新型コロナウイルス感染症の影響下における⽣活意識・⾏動の変化に関する調査」 （2021年６⽉４⽇）により作成。
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29歳以下 30〜39歳 40〜49歳 50〜59歳 60〜69歳 70〜74歳
（備考）内閣府「政策課題分析シリ−ズ17「⽇本のフリーランスについて」」（2019） により作成。フリーランスの定義は副業・兼業を含む数値。

年齢別フリーランス⼈⼝（内閣府調査） 産業別フリーランス⼈⼝（内閣府調査）

フリーランスの定義

2020年時点 本業214万⼈
副業248万⼈
計 462万⼈

直近のフリーランス⼈⼝（本業･副業別、内閣官房調査）

雇⽤的⾃営等の推移（内閣府推計）

2005年時点 149万⼈
↓

2015年時点 164万⼈（10.1％増）

（備考）上段：内閣府「政策課題分析シリ−ズ17『⽇本のフリーランスについて』」（2019） により作成。
＿＿＿＿＿＿＿フリーランスの定義は副業・兼業を含む数値。

下段：内閣官房「フリーランス実態調査結果」（2020）。調査期間2020年２⽉10⽇〜３⽉６⽇。

フリーランスの現状

フリーランスは増加傾向。
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⾃営業者のうち、建築技術者

やＳＥ、保険代理⼈･外交員な
ど使⽤従属性が⾼く、特定の発
注者に依存する働き⽅の者
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⾃営業者のうち、新聞社・

出版社からの依頼を受けて記
事を書くライターなど、使⽤
従属性が低い働き⽅の者

〇家事・通学等の合間に、
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いる者
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業務を⾏っている者
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（備考）⼭⽥久（2015、2020）、内閣府調査(2019)、内閣官房調査（2020）により作成。

■男性・本業 ■⼥性・本業
■男性・副業 ■⼥性・副業



（備考）濱⼝桂⼀郎「労働政策研究・研修機構 緊急コラム ⾃営業者への失業給付？−ＥＵの試み」（2020年４⽉21⽇）により作成。

国名 失業給付 労災給付 国名 失業給付 労災給付
オーストリア 任意加⼊ 全⾯適⽤ ラトビア 無し 無し

ベルギー 無し 無し マルタ 無し 全⾯適⽤
ブルガリア 無し 無し オランダ 無し 任意加⼊
キプロス 無し 無し ポーランド 部分適⽤ 全⾯適⽤
チェコ 全⾯適⽤ 全⾯適⽤ ポルトガル 全⾯適⽤ 任意加⼊
ドイツ 無し 任意加⼊ ルーマニア 任意加⼊ 任意加⼊

デンマーク 部分適⽤ 任意加⼊ スウェーデン 部分適⽤ 全⾯適⽤
エストニア 部分適⽤ 部分適⽤ スロベニア 全⾯適⽤ 全⾯適⽤
ギリシャ 部分適⽤ 部分適⽤ スロバキア 全⾯適⽤ 無し
スペイン 任意加⼊ 任意加⼊ イギリス 部分適⽤ 無し

フィンランド 部分適⽤ 全⾯適⽤ アイスランド 全⾯適⽤ 全⾯適⽤
フランス 無し 無し スイス 無し 無し

クロアチア 全⾯適⽤ 全⾯適⽤ リヒテンシュタイン 無し 無し
ハンガリー 全⾯適⽤ 全⾯適⽤ マケドニア 無し 全⾯適⽤

アイルランド 部分適⽤ 無し ノルウェー 無し 無し
イタリア 無し 全⾯適⽤ セルビア 全⾯適⽤ 全⾯適⽤

ルクセンブルク 全⾯適⽤ 全⾯適⽤ トルコ 無し 全⾯適⽤
リトアニア 無し 無し

⾃営業者へのセーフティネット

74

欧州における⾃営業者向け失業・労災給付制度の整備状況

欧州の⼀部の国では、⾃営業者向けの失業給付・労災給付が整備されている。
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主業以外の職務経験の効果

主業以外の職務経験等は収⼊に有意にプラスとの分析もある。
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（備考）内閣府 政策課題分析シリーズ 「リカレント教育による⼈的資本投資に関する分析−実態と効果について−」（2021年１⽉26⽇）により作成 。
括弧内は、***は１％⽔準、**は５％⽔準、*は10％⽔準で有意、括弧内が“−”及びグラフが破線は有意でないことを⽰す。ここでの収⼊の増加とは、主な仕事（主業）

＿＿＿＿の収⼊（副業・兼業などによる収⼊は含まない）の変化について「概ね１〜３割程度増加した」ないしは「概ね３割以上増加した」と回答したことを指す。⾃⼰啓発
＿＿＿＿には⾃習、⼤学等の講座受講・学位取得⼜は海外留学、主業以外の職業経験等にはＮＰＯ活動のほか講師活動、兼業・副業⼜は社会⼈インターン等が含まれる。

転職を伴って収⼊が１割以上増加した割合

収⼊が１割以上増加した割合

主業以外の職業経験等を得た者は、そうでない者と⽐べて、転職後に収⼊が１割以上増加した者の割合が6.5％ポイント程度⾼い

内閣府による分析（2021年）

主業以外の職務経験等
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主業以外の職務経験等
主業以外の職業経験等を得た者は、そうでない者と⽐べて、収⼊が１割以上増加した者の割合が8.7％ポイント程度⾼い



分野 順位
156か国中 指数 構成要素

（使⽤データ）
順位

153か国中 値

全体 120（前年121） 0.656 - - -

経済 117
（前年115） 0.604

労働参加率 68 0.840
同じ仕事の賃⾦の同等性 83 0.651

所得の推計値 101 0.563
管理職に占める⽐率 139 0.173
専⾨職に占める⽐率 105 0.699

教育 92
（前年91） 0.983

識字率 1 1.000
初等教育在学率 1 1.000
中等教育在学率 129 0.953
⾼等教育在学率 110 0.952

健康 65
（前年40） 0.973 新⽣児の男⼥⽐率 1 0.944

健康寿命 72 1.040

政治 147
（前年144） 0.061

国会議員に占める⽐率 140 0.110
閣僚の⽐率 126 0.111

最近50年の⾏政府の⻑の在任年数 76 0.000

⽇本のジェンダーギャップの状況（2021年）

⼥性活躍に向けた課題

我が国の2021年のジェンダーギャップ指数は、2006年の80位から悪化し、120位。

76

⽇本（120位/156か国）
アイスランド（１位/156か国）
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（備考）世界経済フォーラム「Global Gender Gap Report 2021」及び内閣府男⼥共同参画局公表資料により作成。ジェンダーギャップ指数は、経済・教育・健康・政治の分野ごとに、
＿＿＿＿当該分野の構成要素の値を各国間の標準偏差の逆数をウェイトにした加重平均によって指数を算出し、各分野の指数を単純平均して全体の指数を算出。１が完全平等を⽰す。
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我が国における管理職に占める⼥性の割合は、Ｇ７の中で最も低い。

⼥性活躍に向けた課題

（備考）2010年以降の数値：国際労働機関（International Labour Organization:ＩＬＯ）公表データにより作成。
＿＿＿＿2009年までの数値：総務省「労働⼒調査（基本集計）」及び国際連合公表データにより作成。

管理職に占める⼥性の割合の推移（Ｇ７）
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我が国の男⼥間賃⾦格差は、徐々に縮⼩してきたものの、Ｇ７の中で⾼い⽔準。

⼥性活躍に向けた課題

（備考）ＯＥＣＤ. statにより作成。
＿＿＿＿数値は、フルタイム労働者における男性の平均賃⾦（中央値）に対する男⼥間平均賃⾦（中央値）差の⽐率。

（年）
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男⼥間賃⾦格差の推移（Ｇ７）
（%）



37%
33%

29%
12%

11%
9%

3%
4%

7%
0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

職場に迷惑をかけたくないため
場が、男性の育休取得を認めない雰囲気であるため

収⼊が減少してしまうため
周囲からの評価に影響がでるため

の育児取得により、育児休暇を取得する必要が無い
仕事にブランクができ能⼒が低下する

育児や家事をするのは好きでない
その他

わからない

１か⽉以上の育児休暇を取得しない理由

男性の育児休暇の取得希望

男性の育休取得の現状

（備考）内閣府「第３回新型コロナウイルス感染症の影響下における⽣活意識･⾏動の変化に関する調査」 （2021年６⽉４⽇）により作成。20歳･30歳代の既婚男性対象。

職場の迷惑や雰囲気を気にして、育児休暇の取得を希望しない男性が多い。
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42%
17%

9%
5%

8%
18%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

取得しない

１週間未満

１週間～２週間未満

２週間〜１ヵ⽉未満

１ヵ⽉以上

分からない

職場に迷惑を掛けたくない
職場が男性の育休取得を認めない雰囲気

収⼊が減少してしまう
周囲からの評価に影響が出る

妻の育休取得により必要がない
仕事にブランクができ能⼒が低下

育児・家事が好きではない
その他

分からない

取得しない

１週間未満

１週間〜２週間未満

２週間〜１か⽉未満

１か⽉以上

分からない



若者の所得の現状

平均世帯年収は、世帯主29歳以下の階層では400万円未満。

80

年齢階層別 平均世帯年収（2018年）

362.6 

614.8 

694.8 
756.0 

566.0 

394.6 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

29歳以下 30〜39歳 40〜49歳 50〜59歳 60〜69歳 70歳以上

（万円）

（備考）厚⽣労働省「国⺠⽣活基礎調査」（2019年）により作成。
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（0.01％）
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（0.007％）

（0.005％）

（0.006％）
（0.006％）

（0.003％）（0.003％）

（0.004％）

若者就労⽀援の現状

直近の若者就労⽀援の予算額は、200億円程度。

若者就労⽀援の当初予算額の推移

81
（備考）内閣府「⼦ども・若者の状況及び⼦ども・若者育成⽀援施策の実施状況」「国⺠経済計算」により作成。
＿＿＿＿予算額は「若者の職業的⾃⽴、就労等⽀援」における「職業能⼒・意欲の習得」「就労等⽀援の充実」の合計。

（年度）

（億円）
（ ）： 対ＧＤＰ⽐

（0.004％）



1.1
1.4
1.4
1.8
2.1
3.4
4.2

5.9
7
7.6
7.7

10.4
46

0 10 20 30 40 50
海外で活躍できそう
若⼿が活躍している

有名
いろいろな職種を経験できる

給料が良い
転勤がない

事業を多⾓化している
専⾨性を⾝に付けられる

これから伸びそう
福利厚⽣が充実している

⼀⽣涯勤められる
在宅勤務など、多様な働き⽅ができる

安定している

11.3
12.7
14.3
17.6
19.7

27.7
28.3
28.8
30.9

69.9
73.4
71.2
69.5
66.9

65.2
60.9
61
62.9

18.8
13.9
14.4
12.9
13.4

7
10.8
10.2

6.2

0 50 100

独⽴・起業したい

地⽅に移住したい

⼦供が欲しい

テレワーク出来る会社・職種に転職したい

働くこと⾃体を辞めたい

学び直しをしたい

副業・兼業を⾏いたい

配偶者・パートナーが欲しい

専⾨性の⾼いスキルを⾝につけたい

思いが強まった 変わらない 思いが弱まった
（％）

36.7

47.5

30

41.3

0 10 20 30 40 50

メーカーやブランドが分からない
ものには⼿を出さない

⼀番売れているものなら、
間違いがないと思う

2019年12⽉ 2020年6⽉

（％）
2

6.8
7

10.8
14
14.8
15
15.3

17.8
21.3

23.3
28.3

0 10 20 30
ベンチャー企業に勤めたい

地⽅での勤務も検討
接客を伴わない企業に勤めたい

志望していた企業を諦めた
予定よりも早期に就職活動を開始した

企業のＩＴへの対応⼒を⾒るようになった
応募する企業の数を増やした

⼤企業に勤めたい
コロナ禍でも業績が好調な企業に勤めたい
⻑い間業績が安定している企業に勤めたい

リモートワークができる企業で働きたい
変化に柔軟な企業に勤めたい

若者の安定志向の現状

新型感染症の下で、若者の安定志向がより⾼まっている。

就職希望の企業選び･働き⽅に対する意識（2021年１⽉）

キャリアや⼈⽣設計に関する考え⽅の変化（2020年11⽉）

⼥性10代の価値観の変化

（備考）パーソル総合研究所「第４回新型コロナウイルス対策によるテレワークへの影響に関する緊急調査」（2021年１⽉）、⽇経デザイン「withコロナの消費者はこう変わる」
＿＿＿＿（2021年１⽉）、マイナビ「2021年卒⼤学⽣活動実態調査」（2020年９⽉）、SHIBUYA109エンタテイメント「コロナ禍における就活の実態」（2021年２⽉）により作成。

（回答数=6,466）（回答数=15,000）

（回答数=400）

（％）

就職希望の企業選びのポイントの変化（2020年８⽉）

（％）（回答数=約32,000）
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東京⼀極集中の現状

我が国では、世界最⼤の都市圏である東京圏に⼈⼝が集中。

先進国・主要国の主要都市・国際都市の都市圏⼈⼝（2020年）

（備考）Wendell Cox「Demographia World Urban Areas 2020」より作成。各⼈⼝は推計値。掲上記掲載の各国について、世界100位以内の都市
を全て掲載した上で、札仙広福規模の国際都市を追加。

（万⼈）
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206 
537 

4,117 

3,193 

（千件/⽉）

地⽅への新たな⼈の流れ

ふるさと回帰⽀援センターへの来訪等は近年急増。2019年以降も緊急事態宣⾔時期を除き増加。
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（⽉）

950 

4,438 

4,856 

3,344 

（備考）左図は認定ＮＰＯ法⼈・ふるさと回帰⽀援センター提供データにより作成。年次の計数は、１か⽉当たりの平均
＿＿＿＿来訪者･問合せ件数。右図は認定ＮＰＯ法⼈・ふるさと回帰⽀援センター「2020移住希望者の動向プレスリリース」
＿＿＿＿により作成。40歳未満の来訪者・問合せ件数は、40歳未満のセンター利⽤者の割合を乗じて機械的に算出。
＿＿＿＿なお、来訪者のうちセミナー参加者数は、各年・各⽉のセミナーの開催頻度に左右されることに留意。

⽉平均

2020年
(⽉)(年)

暦年、年齢別

ふるさと回帰⽀援センターへの来訪者･問合せ数の推移

2021年

4,1404,118

2008 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

49,401 

38,320 

22,132 

2009 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

（万件）

全体

40歳未満

19,313

3,319

１２３４５６７８９101112１２３４ （年）



感染症を契機に地元に帰りたい
テレビやネット等で⾒て興味

感染症を契機に将来のライフプランを考え直した
買い物･教育･医療等がオンラインによって同様にできる

現在地の感染症リスク
感染症と無関係

ライフスタイルを地⽅での⽣活重視に変えたい
テレワークによって地⽅でも同様に働ける

⼈⼝密度が低く⾃然豊かな環境に魅⼒ 28.8％ 35.1％
24.1％

25.4％
17.9％ 21.7％

17.3％ 22.9％
15.5％12.2％

8.0％6.2％
9.8％8.4％

8.8％7.3％

9.3％
8.5％

2.9%
4.1%

5.9%
9.5%
10.0%
10.5%

15.3%
21.5%

23.0%
24.3%

30.0%

中⼩企業である
⼥性や若⼿が幹部として登⽤されている

ＳＤＧｓ（環境･⼈権･社会貢献等）に注⼒
育児休業が取得しやすい

⼤企業である
テレワークがしやすい

社会的な評価・評判が良い
今後の成⻑が⾒込まれる

⾃分が成⻑できそう
採⽤時の給料が⾼い

堅実な経営

地⽅移住とテレワーク

地⽅移住に関⼼を持つ理由

テレワークを機に地⽅移住への関⼼が⾼まった⼈は約25％

（備考）内閣府「第３回新型コロナウイルス感染症の影響下における⽣活意識・⾏動の変化に関する調査 」（2021年６⽉４⽇）により作成。
＿＿＿＿上図は、地⽅移住への関⼼の程度について「強い関⼼がある」「関⼼がある」「やや関⼼がある」と答えた東京圏在住の者。

就職･転職する企業を選ぶ際に重視する点
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テレワークの現状

86

テレワーク可能率・実施率

多くの業種で、テレワークの可能率と実施率に⼤きな乖離。
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学術研究等

教育・学習⽀援
情報通信

⾦融・保険

テレワーク可能率 テレワーク実施率

（備考）みずほ総合研究所「在宅勤務はどこまで進むか」（2020年５⽉22⽇）、⽇本⽣産性本部「第５回働く⼈の意識に関
する調査」（2021年４⽉22⽇）により作成。
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最低賃⾦の現状

87

地⽅経済の実情を踏まえつつ、地⽅の最低賃⾦⽔準の底上げに向けた取組を推進すべき。

（備考）上図：厚⽣労働省「地域別最低賃⾦改定状況」「⼩売物価統計調査」により作成。実質の最低賃⾦は2020年度最低賃⾦を2019年消費者物価
地域差指数（全国平均＝100）で除した値。σは各都道府県の値のばらつきを⽰す標準偏差。
下図：厚⽣労働省「地域別最低賃⾦改定状況」及び「賃⾦構造基本統計調査」により作成。カイツ指標とは、平均賃⾦⽔準に対する最低賃⾦
の割合であり、最低賃⾦を企業規模10-99⼈の短時間労働者の１時間当たり所定内給与額で除して算出。

名⽬・実質の最低賃⾦（2020年改定）

カイツ指標（2020年）
（％）



0%

20%

40%

60%

80%

100%

北
海
道

⻘
森
県

岩
⼿
県

宮
城
県

秋
⽥
県

⼭
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
⽊
県

群
⾺
県

埼
⽟
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
⼭
県

⽯
川
県

福
井
県

⼭
梨
県

⻑
野
県

岐
⾩
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

⼤
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
⼭
県

⿃
取
県

島
根
県

岡
⼭
県

広
島
県

⼭
⼝
県

徳
島
県

⾹
川
県

愛
媛
県

⾼
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

⻑
崎
県

熊
本
県

⼤
分
県

宮
崎
県

⿅
児
島
県

沖
縄
県

5%

10%

15%

20%

25%

北
海
道

⻘
森
県

岩
⼿
県

宮
城
県

秋
⽥
県

⼭
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
⽊
県

群
⾺
県

埼
⽟
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
⼭
県

⽯
川
県

福
井
県

⼭
梨
県

⻑
野
県

岐
⾩
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

⼤
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
⼭
県

⿃
取
県

島
根
県

岡
⼭
県

広
島
県

⼭
⼝
県

徳
島
県

⾹
川
県

愛
媛
県

⾼
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

⻑
崎
県

熊
本
県

⼤
分
県

宮
崎
県

⿅
児
島
県

沖
縄
県

地域の暮らしやすさに関する指標の例

⼥性活躍に資する主な都道府県別指標には、⼤きなばらつきが⾒られる。

88
（備考）管理職に占める⼥性の割合は総務省「平成29年度就業構造基本調査」、⼥性議員がいない市区町村議会の割合は総務省「地⽅公共団体の議会の議員及び⻑の所属党派
＿＿＿＿別⼈員調」、四年制⼤学進学率の対男性⼥性⽐率は⽂部科学省「令和２年度学校基本調査」、待機児童がいない市区町村の割合は厚⽣労働省「保育所等関連状況取り
＿＿＿＿まとめ（令和２年４⽉１⽇）」により作成。四年制⼤学進学率の対男性⼥性⽐率は、⼥性の進学率を男性の進学率で除した値。

⼥性議員がいない市区町村議会の割合（2019年）

企業の管理職に占める⼥性の割合（2017年）

待機児童がいない市区町村の割合（2020年）
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四年制⼤学進学率の対男性⼥性⽐率（2020年）
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多層的で個別最適化された
セーフティネットの拡充と安⼼の確保
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雇⽤の現状

満⾜度の変化

（備考）内閣府「第３回新型コロナウイルス感染症の影響下における⽣活意識・⾏動の変化に関する調査 」 （2021年６⽉４⽇）により作成。回収数10,128。90

新型感染症の下で、若い⼥性を中⼼に満⾜度が低下。⽣活の維持･収⼊や仕事などが背景。

⽣活全体
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⼦育てのしやすさ
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2021年5⽉ 2020年2⽉

新型感染症発⽣前と⽐べて増している不安の意識
（20〜39歳⼥性）
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